
関連移転及び除却工法の認定について 
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於：新潟東映ホテル 



関連移転について 

• 検討にあたっての基本的な考え方 

  

 関連移転の態様は個々様々であり、具体的
な判断基準で一律に認定することは困難で
ある。 

    本報告では、関連移転の認定における、
各案件を判断するうえでの留意事項を整理
し業務の参考となるよう解説するものであ
る。  
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関連移転について 

・関連移転とは 

 建物等が分割されることとなり、その全部を移転しなけ
れば従来利用していた目的に供することが著しく困難と
なるとき、当該建物等の全部を移転するのに要する費用
を補償すること 

 
 

※関連移転の対象 

  →通常、実務においては事業用地と残地のそれぞれに存する建物等 

        が用途上、機能的に分割される場合に、残地に存する建物等を対 

           象とする。 

   （運用方針第16第１項(3)の解釈） 
 

      ただし、土地収用法においては移転料の対象となるのは現に収用地上に存在している
物件であり（77条前段）、102条（物件の移転）により移転義務が生じるのは収用地
上の物件に限定される。この土地収用法の趣旨から、１棟の建物の一部が事業用地に
存し支障となる場合や、異種構造の１棟の建物のうち一方だけが支障になるような場
合も、残地上の建物部分は理論上関連移転の範疇であることを認識しておくこと  
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関連移転について 

・関連移転における「残地」とは 
 

 「残地の解釈については、原則として土地評価事務処 

 理要領上の一画地ととらえ、利用可能な隣接地を含む 

 かの判断は個別に行うものとする。」（「国土交通省 

 直轄の損失補償基準等の運用等について：北陸地方整 

 備局用地部」P57）のとおり。 

  したがって、住宅敷地と車庫の敷地が、道路（市道 

 など）を挟んで配置されているような場合についても、 

 その関連が認められるケースもあることに注意すべき 

 である。  
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関連移転について 

• 検討項目 

 Ⅰ「一体性」について（運用方針第16第１ 

   項(3)の「一体利用」の判断） 

 Ⅱ 相手方の請求の取扱い（基準第30条） 

 Ⅲ 業務委託発注時の留意事項 

 Ⅳ「軽微なもの」の判定（北陸用地事務 

   取扱細則） 

 Ⅴ「移転義務」について 
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関連移転について 

Ⅰ「一体性」について 

 

①一体性の定義→以下の収用裁決を基本に整理 

「一体不可分の関係にある物件の一部が移転され
ることにより、有形的又は用途上分割され、全
部移転によらなければ従来の用法による利用価
値を失い、従来利用していた目的に供すること
が著しく困難になる場合」（香川県収用委員会 

昭和53年10月21日）  
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ⅰ）「分割」とは？ 

 →有形的・物理的分割のみならず、用途上・機能上の分割も
含まれる 

  ※「分割」とは「一部を移転、一部を存置すること」である 

 

  例）「有形的・物理的」・・・建物の一部が支障 

    「用途上」・・・住宅と店舗、店舗と倉庫、農家住宅 

            と作業場 

    「機能上」・・・製造工場と組立工場、店舗と事務所 

関連移転について 
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ⅱ）「従来利用していた目的」とは？ 

 →その物の現に保有している（客観的）利用価値 

 （所有者の将来予定については、客観的に予定の意思が明確
になっている場合を除き、考慮しない） 

 

  なお、建築当時から利用目的が変わっている場合は、現在 

 の利用目的により判断する 

  

 例）建築当初は「農作業場」として利用していたが、その後、  

   自家消費分だけの農業規模としたため、作業場は不要と 

   なり、現在は「車庫」として利用している建物 

    →利用目的は「車庫」となる 

関連移転について 
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ⅲ）「供することが著しく困難」とは？ 

 →絶対的不能のみならず、利用可能だが利用するには多大の 

 不便や経費を要することを含む趣旨 

       なお、物件を分割移転することによりその利用価値を失い、 

 残存部分を強いて利用するには重大な模様替えを要するよう 

 な場合も含まれる 

   

 例）小売店舗が支障となり、商品倉庫が残地に存することに 

      なった場合、倉庫自体を利用することは可能だが、 

     店舗と離れることにより、搬出入に費用やロスが生じる 

   ことになる場合 

 

  ※なお、この場合には、物件の利用目的を変更すること 

   までは考慮しない。 

関連移転について 
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関連移転について 

 

 

 

 

  

  

②類型別の判断基準 

 →詳細な分類とそれに伴う判断基準の作成は困難 

  概ねの分類を行い、判断基準を例示もふまえて解説 

 

ⅰ）住宅 

 ・「一般住宅」と「農家住宅」  

ⅱ）店舗 

ⅲ）工場 
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ⅰ）住宅  

・一般住宅 

 →原則として住宅、倉庫、車庫の一体性は認定 
   ※使用・利用状況等において関連性が無いものは除く 

   ※車庫については「自動車保管場所補償実施要領」にも注意が必要 

 

 

  

 

・農家住宅 

 →母屋、納屋、作業場等の関係等により作業効率低
下の有無、及び地域の実状もふまえ判断する。 

関連移転について 

住　宅

倉　庫
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関連移転について 

ⅱ）店舗  

 ・一体として営業目的に供されている場合  

   →原則として一体性を認める 

  （昭和58年3月8日大阪府収用委員会裁決） 

   「（収用地外）の倉庫については、常時事業に使用され  

   る・・・資材・・・等の保管に使用されており、本件収 

   用に伴って移転する事業所の本体部分と密接不可分であ 

   ると認められる」 

 

店　舗

倉　庫
（営業用）
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関連移転について 

ⅱ）店舗  

 ・「事業用地上に店舗、残地に住宅」が配置されている場合 

   →一般的には一体性を認定するのは困難である 

    しかしながら、住宅が店舗営業に密接に関連している 

    場合（例：住宅を事務室・休憩室に兼用）には、一体 

    性を認定できるケースもあるので注意が必要である 

　　　　パターン①

住　宅

店　舗

　　　　パターン②（店舗と住宅との関連に注意が必要な場合）

住　宅

店　舗

一部を事務室・休
憩室として使用

12 



ⅲ）工場  

 ・事務所と工場の関係  

   →事務所の機能（「窓口」「待合所」等）から、工場と 

    の関連性を判断する（例：自動車整備工場） 

 

  

関連移転について 

事務所

工　場

事務所の機能から、 

関連性を判断 
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ⅲ）工場  

 ・複数棟の工場の関係 

   →製造ライン等の関連性により判断する 

  （行政裁判所：昭和11年2月22日判決） 

   「収用地上の○○製造工場と残地上の○○仕上工場とが  

   別個独立の建物なるも、従来相まって○○作業の用に供 

   されているときは、前者のみを他に移転するときは、後 

   者は従来の目的に供する」ことはできないと認める 

関連移転について 

B　工場

A　工場

製造工程の流れ

・製造工程等が相互に関連して
いるかどうかで判断 

・独立して機能している場合は、
関連性を認められない 
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関連移転について 

 

  
③支障状況と判断基準 

 →「主たる建物」と「従たる建物」 

   直接支障となる建物の用途と関連移転の判断基準 

 

ⅰ）「主」が支障、「従」は支障とならない場合 

ⅱ）「従」が支障、「主」は支障とならない場合 

 ※一体性の判断基準は同一であるべき 
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関連移転について 

ⅰ） 「主」が支障、「従」は支障とならないケース  

 例：「主」住宅、「従」車庫・倉庫 

   →「住宅」の移転により、「車庫（倉庫）」が残地に存す 

    ることとなり、「車庫（倉庫）」を移転しなければ「住 

    宅」を従来利用していた目的に供することが困難になる 

    と考えられる。 

     したがって、「車庫（倉庫）」 

    についても、「住宅」と一体の 

    移転工法を考慮する。 

車庫
（倉庫）住　宅
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関連移転について 

ⅱ） 「従」が支障、「主」は支障とならないケース   

 例：「従」車庫・倉庫、「主」住宅 

   →原則として、一体性は認められる。 

    移転工法の認定にあたっては、住宅の存する残地を移転 

    先とし、検討（改造工法、照応建物（住宅との一体照応 

    も考慮）等）を行うこととする。 

    理論上、残地内工法が採用できないなら構外再築を考慮 

    することになるが、補償実務的には個別の状況に応じた 

    検討を行い、安易な構外再築の認定にならないよう留意 

    すべきである。 

 
     ※なお、「車庫」については、自動車保管 

     場所補償実施要領第1条第2項但書により、 

     要領のうち参考となる事項については、 

     これに準じて取り扱うものとする。 

     例）「近隣に保管場所とすることができ 

        る土地を確保できるか」等の検討 

車庫
（倉庫）住　宅
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Ⅱ 相手方の「請求」の取扱い 

 ①「請求」の必要性 

  基準第３０条 

        ｢～建物が分割されることとなり、その全部を移転しなければ 

   従来利用していた目的に供することが著しく困難となるときは、 

   当該建物等の所有者の請求により、当該建物等の全部を移転す 

   るのに要する費用を補償するものとする。｣ 

 ※ 関連移転は、建物所有者からの請求を受け、かつ起業者が合理的移転 

    先に合理的な移転工法として認定するものであることから、建物所有者 

    と十分な意思疎通を図り、建物所有者からの請求の確認を必ず行うこと 

    が必要である。 

    

       

関連移転について 
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収用裁決では 

・（昭和４３年３月２２日愛媛県収用委員会裁決） 

  起業者が補償額算定をしている移転工法は、従来の効用を維持する
ため合理的と判断しても土地収用法第７７条後段の規定に関する土地
所有者の請求がない限り、当然にこの移転工法を採ることを得ない。 

 

・（昭和４２年８月１日大阪府収用委員会裁決） 

  物件を分割することにより利用価値を失う場合、物件所有者は全部
移転に要する費用を請求することができる。 しかし、物件所有者が
残地上建物の存置を希望するならば起業者は残地部分の切取補償をす
るべき。 

関連移転について 

 収用裁決 → 所有者は意見書を提出 

 任意交渉 → 所有者の請求を確認。起業者は関連移転の必要性を  

          独自に判断し、請求の妥当性も考慮したうえで、補償の 

          可否に係わらず移転工法を充分説明し、記録に留める。  
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②「請求」の取扱い 

   １）建物が分割 

  （例）２棟のうち１棟は起業地外 

    建物を一体として関連移転認定 

  ２）残地内での玉突き  

  （例）２棟のうち１棟は起業地外 

    起業地内の建物の移転工法により支障 

     残地内工法の経済的検討の結果、 

    工法認定した場合も関連移転認定 

       

関連移転について 

住　家

物 置

住 宅

物置

住宅が支障となり曳家工法を認定し、それに伴
い物置を曳家等行う場合

１）、２）共に所有者からの「請求」の確認が必要。 

  特に、２）の場合、建物移転工法の認定は合理的な移転先と移転工法を起業者

が判断して決定するものであり、充分な移転工法の説明の上、所有者からの請求
の確認を行うこと。 

１） 

２） 

20 



③「請求」の確認に基づく記録の取扱いについて 

  

   → 相手方から請求があったことを必ず記録簿に記載 

     すること。 

     書面の提出までは必要としない。 

     （任意契約においては） 

 

 

参考：収用法では  

土地収用法第８７条（所有者は）全部の移転料の請求は 

    （収用委員会）に意見書を提出しなければならない。 

関連移転について 
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Ⅲ  業務委託発注の留意点 

・建物調査は当初、支障となる建物を対象として発注することが一般的 

   （一般住宅と車庫など一体性が明らかな場合は当初から調査もある） 

 ・支障とならない建物でも、調査中に建物どうしの関連性が認められる
場合や、相手方からの説明・要望などを経て関連移転の検討が必要と
なる場合も考えられる。 

 ・特記仕様書（検証）で定めている相手方への配置図、物件調書（写）
の確認の結果、相手方の請求により支障とならない建物の調査が必要
となる可能性も考えられる。 

 ・一義的にはこの時点までに関連移転の方向性は定まるものと考えられ
る。 

  

関連移転について 

※業務委託実施中に、相手方の請求や建物どうしの関連性が認められ、関連移転の検討
の必要性が生じた場合は、用地対策課との事前相談を有効に行い、建物調査に手戻りが
生じないよう留意すること。 

関連移転は局長の承認事項に該当する（軽微なもの除く）ことに注意。 
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Ⅳ「物置、工作物等軽微なもの」の判定   

 ・基礎が設置されている物置は上申 

 

 

  ・工作物等とは附帯工作物であり、 

  それ以外は状況により用地対策課と協議 

  

関連移転について 

住　家

物 置

平成23年10月27日 管内用地対策官・用地担当課長等会議 

用地部用地対策課長より指示 
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Ⅴ 物件の移転義務について 
 ◎本省見解で以下のとおり整理済み 

 損失の補償は「正当な補償（憲法第２９条第３項）」「法の下の平等 

（憲法第１４条）」,土地収用法の主旨によるものであり、建物の移転料は 

「通常妥当と認められる移転先」と「通常妥当と認められる移転工法」に 

よる想定補償（基準第３０条）であることから移転義務を課すことは適切 

ではない。 

 具体事項 

  ○ 関連移転は建物所有者が被ると想定される損失を補償するもの 

  ○ 基準上の「請求」は被補償者の当然の権利を明文化したもの 

  ○ 補償金の使途は建物所有者の自由意志や経営判断による  

  ○ 移転義務が生じるのは収用地上の物件に限定、残地上の物件について   

      は移転義務が生じるものではない(土地収用法第102条逐条解説） 

※ただし、補償物件が存置されることは極力避けるべきであり、 

 関連移転の認定、相手方との交渉は慎重に対応すること 

関連移転について 

24 



関連移転まとめ 

 一体性の検討の 

 必要 
（用地対策課の事前相談
の活用） 

  

調
査
必
要
な
し 

 調 査 完 了 

残地内工法の検討 

できる  関連移転 無 

 補償金の算定   

 

できない 

 建 物 調 査 の 発 注 
 （原則、起業地のみを対象とする） 

 

「建物等の残地移転要件の該当性の
検討」が必要かどうか考慮すること   

一体性の認定 

 ・所有者からの請求 

 ・起業者の判断 

局長決裁 
基礎有・玉突き・機械工作物、・・ 

事務所長決裁 
軽微、工作物、・・ 

補償金決裁 

 一体不可分で     

 分割は？ 

（用途上・機能上） 

従来の利用目的
の達成は？ 

（著しく困難の疎
明） 

追加調査 

更なる検討 
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１ 関連移転で補償した物件が残地内に存置されたまま → 財産増 

２ 関連移転の請求と移転義務は表裏一体 → 移転義務を課す必要 

３ 認定基準策定 → 「従来利用してきた目的に供することが著しく困難」 

１ 外形的に利得を得ているようでも、建物所有者は生産性等の機能低下、営業
規模縮小、義務的投資発生の損失等不利益を甘受 
 そもそも建物所有者が補償金をどう使用するかは自由意志や経営判断によるべ
きもの 

２ 収用法77条は関連移転に関して「移転料を請求できる」と規定 
これは被補償者の有する憲法上の当然の権利を明文化したもの 
 収用法上移転義務の賦課に係る根拠は102条にあるが、残地上の物件について
は移転義務が生ずるものではない 

３ 従来利用していた目的＝現に利用していなくてもその物の現に有していた利
用価値を意味する 
 著しく困難＝絶対的不能だけでなく、多大な不便や経費を要することも含む 
よって、事案毎の事情を考慮し個々の利用状況等を踏まえ個別に判断 

指摘に対して 

参考：関連移転に関する本省見解 
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例示：関連移転の上申例 

• 関連移転にあたっては局長の承認が必要。 

• 承認事項は「関連移転の範囲」。 

• 「主」ではなく、「従」の建物のみが支障とな
った場合の移転工法検討について、事例を用い
て解説。 
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関連移転の上申例とポイント 1/4 

1-2

1-3

1-1

1-4

1-5

住宅

倉庫兼車庫

195

F112

平地
山地

敷地の状況について詳細に記載 

 

【説明のポイント】 

・道路との位置関係 

・周辺の土地の使用状況 

・敷地内の建物の配置 

・敷地内における空地の利用状況 

・都市計画法上の規制（都市計画区域名を明記） 

・地番毎の面積 

・買収後における残地面積 

  ・・・・等   
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関連移転の上申例とポイント 2/4 

移転工法の検討に先立ち、建物の利用状況につい
て説明 

（一棟の建物が複数の用途に使用されている場合、
その用途毎に説明する） 

 

【説明のポイント】 

○倉庫の場合 

・日用品や生活雑貨、農機具の保管場所 

・農作業（作物の選別、梱包、保管場所等） 

  ・・・・等 

○車庫の場合 

・保管されている車の種類、台数、使用目的（通
勤、通作、通院、等） 

・当該地区における自動車の必要性 

・公共交通機関の状況 

  ・・・・等 

 

 相手方からの請求と使用実態を詳細に調
査し、これらの内容から、敷地内の建物の
一体性について判断を行う 
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関連移転の上申例とポイント 3/4 

 直接支障となる建物の残地内工法については、建物
移転工法の検討フローに基づき検討を行う。 

 

 残地内工法の検討の結果、直接支障となる建物単
独での残地内移転が不可能となった場合、直接支障
とならない建物を関連移転することにより、残地内
での機能回復が可能か検討を進めることとする。 

 残地内に建物が複数棟存する場合は、関連移転の
対象となる建物が確定するまで、移転工法の検討を
行うこと。 

 

1-2

1-3

1-1

1-4

1-5

住宅

倉庫兼車庫

195

F112

平地
山地
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関連移転の上申例とポイント 4/4 

 関連移転にあたっては、移転対象建物と
残地内の他の建物との一体性について、相
手方からの請求を確認し、対象説明書に記
載すること。（交渉記録簿にもその旨記載
すること） 
 
○補償基準第30条抜粋 
「分割されることとなり、その全部を移転
しなければ従来利用していた目的に供する
ことが著しく困難となるときは、当該建物
等の所有者の請求により、当該建物等の全
部を移転するのに要する費用を補償するも
のとする。」 
 
 構外再築の場合だけではなく、残地内工
法であっても、関連移転の場合は相手方の
請求が必要となるので注意。 
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除却工法について 

•検討にあたっての基本的な考え方 

 

  除却工法の認定における、各案件を判
断するうえでの基準を整理し、業務の参
考となるよう解説するものである。     
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除却工法について 

• 検討項目 

•  Ⅰ 除却工法の類型 

•  Ⅱ 判断基準 
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除却工法について 

Ⅰ 除却工法の類型 
 

 運用方針第16-1(2) 

 土地等の取得に係る土地に存する建物の一部が当該建物に比較して
わずかであるとともに重要な部分ではないため除却しても従前の機能
にほとんど影響を与えないと認められる場合又は建物を再現する必要
がないと認められる場合には、(1)の規定にかかわらず、通常妥当と認
められる移転先の認定を要しないものとし、通常妥当な移転方法とし
て除却工法を認定するものとする。 

 

①「わずかで」「重要な部分ではない」ため「従前の機能にほとんど 

 影響を与えない」 

②「建物を再現する必要がない」 

 

以上の①②について、次頁「Ⅱ判断基準」により整理 
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除却工法について 

Ⅱ 判断基準 
 

①「わずかで」「重要な部分ではない」ため「従前
の機能にほとんど影響を与えない」 

  

 （具体例）  

 ・支障部分が押入や納戸、玄関ポーチ、屋根  
の軒出等で、除去しても従前の住環境に影響が
生じない場合。 

  

 ※1 除却範囲については、構造上、技術上可能な
範囲で判断。 

  必要に応じ建築士等専門家の意見徴収も行う。 

 ※2 仮住居補償の対象にならない。 

 （仮住居必要＝当該家屋にとって必要な部分と判
断されるため） 

 ※3 「わずか」の判断にあたっては、単純に面積
での判断は線引きが困難であるため、「従前の
機能にほとんど影響を与えない」観点から判断
すること。 

  

 

風呂
便所
便所

買収線 屋根
除却範囲

和室 台所

和室 和室

玄関

納戸
風呂
便所
便所

買収線 屋根
除却範囲

台所

和室

和室

和室

廊下

玄関
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除却工法について 

②建物を再現する必要がない 

 

 用対連基準の解説：「再現する必要がない建物について」 

 「荒廃した建物、あるいはすでに建築目的を果たし、かつ将来的においても当該建物
の目的に供し得る必要性を客観的に有しない建物」 

 と例示。 

 

 ⅰ）荒廃した建物とは 
   柱に大幅な傾きが見られる場合や、屋根や壁、建具の傷みが激しく、穴が空いたまま放置され

ている等、建物本来の機能を有しないまま放置されている。 

 

 ⅱ）すでに建築目的を果たし、かつ将来的においても当該建物の目的に供し得る必要
性を客観的に有しない建物とは 

  ①「すでに建築目的を果たし」 

   ・耐用年数を満了しており、現在使用されていない建物 

  ②「将来的においても当該建物の目的に供し得る必要性を客観的に有しない」 

   ・当該建物の機能を他の建物で賄っている 

    →例：事務所として建築されたが、事務所機能は他に移転している 

   ・建築した時の目的が不要となった 

    →例：生業のための保管場所として建築されたが、現在は廃業した 

   ･･･等々 

   ※相手方の将来の使用の意思に左右されるものではないことに留意 

   

  上記の①、②を満たさなければ、再現する必要性が無い建物とは判断しない 
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除却工法のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建物の支障部分の使用状況、残存部分への影響を踏まえ、除却の可否、範囲
を判定する。 

建物の支障部分が当該建物に比較してわずかであ
り、除去しても問題ない 

除却工法を認定 

下記のいずれかの要件に合致し、支障部分を再現
する必要性が認められない 

・荒廃した建物か。 

・耐用年数を満了し、今後使用する必要性が無い。 

（相手の将来の使用意思にかかわらず判断） 

除却工法を否定 

機能回復を前提とした残地内工法の検討を行う 

NO 

NO 

YES 

YES 

 支障部分が建物の一部で
ある場合には、切取り、補修
工事の施工が構造上、技術
上可能な範囲で判断するとと
もに、従前の利用形態、建物
の景観等に特に留意すること。 

 残存部分に対する補修費
が現在価値を上回る場合は、
建物全てを除却の対象とす
ること。 

※除却工法は、あくまでも工法としては特殊な部類に位置するものであり、再現
の必要性を否定するには慎重に検討を行うこと。 
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